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（１）

宮城県最低賃金
～改定のお知らせ～

▶宮城県内で事業を営む使用者及びその事業場で働くすべての労働者（臨時、
パートタイマー、アルバイト等を含む。）に適用される宮城県最低賃金が次
のとおり改定されました。▶最低賃金の計算には、(1)精皆勤手当、(2)通勤手
当、(3)家族手当、(4)賞与等、(5)時間外・休日・深夜手当は含まれません。
▶特定の産業（「鉄鋼業」、「電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器
具、情報通信機械器具製造業」、「自動車小売業」）で働く労働者には宮城
県の特定（産業別）最低賃金が適用されます。

時間額８８３円
令和４年１０月１日から！
（９月３０日までは時間額８５３円）

詳細については、宮
城労働局賃金室又は
瀬峰労働基準監督署
におたずね下さい。

全国労働衛生週間
～ 10月１日から７日まで ～

▶10月１日から７日は「全国労働衛生週間」です。▶今年度のスローガンは
「あなたの健康があってこそ 笑顔があふれる健康職場」です。▶「全国労働
衛生週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛生』に関する
国民の意識を高め、職場の自主的な活動を促して労働者の健康を確保すること
を目的として昭和25年から毎年実施しています。▶「全国労働衛生週間」で実
施する事項は、①事業者または総括安全衛生管理者による職場巡視、②労働衛
生旗の掲揚およびスローガンなどの掲示、③労働衛生に関する優良職場、功績
者などの表彰、④有害物の漏えい事故、酸素欠乏症などによる事故など緊急時
の災害を想定した実地訓練などの実施、⑤労働衛生に関する講習会・見学会な
どの開催、作文・写真・標語などの掲示、⑥その他労働衛生の意識高揚のため
の行事などの実施、とされています。▶瀬峰労働基準監督署管内は、職場の
健康診断の結果、何らかの所見を有する労働者の割
合が例年60パーセントを超え、全国の平均を上回る
水準で推移しています。▶各事業場におかれまして
は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観
点から、いわゆる“３つの密”を避けることを徹底し
つつ、この有所見率の改善や、メンタルヘルス対策、
長時間労働による健康障害の防止などの推進に引き
続き取り組まれますよう、お願いいたします。

全国労働衛生週
間（宮城労働局
ホームページ）
をチェック



（２）

～ 法令改正のお知らせ ～

～ 転倒災害の防止について ～

ゼロ災＆健康トライアル2022
▶『ゼロ災＆健康トライアル2022』は、10月１日から11月30日までの２か
月間、事業場で「災害ゼロ」や「健康づくり」による「従業員ファース
ト！」を実践するトライアルです。▶この運動に参加された45の事業場のう
ち、事業場名の公表に同意された42の事業場を掲載いたします。

株式会社　佐々木建設 株式会社　野口重機

細倉金属鉱業　株式会社
有限会社　築館クリーンセンター
高清水エコプラザ

株式会社　米谷建設 迫トラック　株式会社

ナブコトート　株式会社 有限会社　サンライズ

有限会社　髙定左官
東北紙工　株式会社　グラビア事業
部　高清水工場

株式会社　及川工務店 株式会社　渡辺土建

株式会社　くりこまくんえん 株式会社　佐々貞土建

上田建設　株式会社 有限会社　清建物流

株式会社　登米精巧 野口建設　株式会社

株式会社　柴清工業
東北電力ネットワーク　株式会社
栗原登米電力センター

株式会社　登米村田製作所 登米市立豊里老人保健施設

株式会社　チューオー　若柳工場
医療法人社団畑山医院　　介護老人
保健施設高森ロマンホーム

株式会社　大林土建 株式会社　ヒラバヤシ環境サービス

医療法人財団弘慈会　介護老人保健
施設グレイスガーデン

宮城ダイナパック　株式会社　登米
工場

有限会社　築館クリーンセンター
高森RCS

株式会社　丸辰産業

有限会社　築館クリーンセンター
第1工場　第2工場

株式会社　OSDC

株式会社　伊藤土建 日建工業　株式会社　県北営業所

有限会社　後藤工業 有限会社　小野寺土建

株式会社　清建 宮石運輸　株式会社　本社

伊藤ハムデイリー　株式会社　東北
工場

宮石運輸　株式会社　佐沼営業所

大目建設　株式会社 株式会社　宮城県食肉流通公社

労働災害は大幅に増加

休業４日以上 109 145 1,759 2,244

死亡 1 2 6 8

労働災害発生状況（令和４年８月末現在）

管内（登米・栗原）被災者数 県内被災者数

令和３年 令和４年 令和３年 令和４年

▶令和４年の労働災害（休業４日以上）による被災者数は、１月～８月までで
145人です。▶この被災者数は、令和３年同期の109人を36人上回る33.0%の大
幅な増加です。▶皆さまにおかれましては、不断の労働災害防止とともに、そ
の充実・強化を必要に応じて図っていただきますよう、お願いいたします。


